
平成 27年 11月 27日 

行政改革推進会議  

 

 

行政改革推進会議による指摘（通告） 

 

 

 秋の年次公開検証（「秋のレビュー」）で検証した事業以外で、各府省にお

いて見直しを行うべき事項を、別添のとおり取りまとめる。 

資料３ 



内閣府 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

総合特区の推進調整に必要な経費（0030） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円）

4,000 

指摘内容  総合特区推進調整費については、26年度の秋の年次公開検証「秋

のレビュー」において、計画段階から中間目標を設定すること、対

象となる事業への支援を初年度に限ること等、より明確かつ具体的

な制限を加え、運用改善を図ることなどが指摘された。 

27年度においては、これらの指摘を反映させ、運用改善を図って

いるが、28年度予算は、運用改善後の執行状況を十分踏まえるべき

である。 

また、事業開始後５年が経過することから、行政事業レビュー推

進チームの所見のとおり、事業の効果測定や検証を行うべきであ

る。検証に当たっては、総合特区制度がもたらした経済効果及び雇

用創出効果等の検証を行い、その中で、本事業が果たした役割につ

いても十分に検証して、総合特区推進調整費が所期の目的を達成し

たか否かを確認した上で、改めて事業継続の必要性について検討す

べきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

○平成27年行政事業レビューシート

総合特区の推進調整に必要な経費（0030）

「行政事業レビュー推進チームの所見」欄  

・ 調整費事業の効果測定や検証を行い、適切な調整費活用のため

のフォローアップに努め、執行実績を適切に概算要求に反映させ

るべき。 

○平成26年 「秋のレビュー」

地方の創生・活性化に関連する事業

・とりまとめコメント（抜粋） 

 総合特区推進調整費の前提となる総合特別区域計画について

は、計画開始1年後に中間目標を設定する仕組みとなっているが、

計画策定段階から中間目標を設定することが、より合理的ではな

いか。 

総合特区推進調整費は、本来、各省の予算制度を活用した上で
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不足する場合に、各省の予算制度での対応が可能となるまでの

間、補完的に措置される調整費である。しかしながら、現状では、

事業開始後２～３年が経過しても、全額又は大部分が調整費で執

行されている事業が多数あるなど、本来の補完的な役割を逸脱し

た使われ方となっている。このため、調整費の執行を初年度に限

る等、より明確、具体的な制限を加え、運用改善を図るべきでは

ないか。 

○平成27年行政事業レビューシート

総合特区の推進調整に必要な経費（0030）

「備考」欄（抜粋） 

◎対応状況 

① 全ての特区において中間目標は設定済みであるが、仮に今

後、総合特別区域基本方針を改正し、新規の指定を行うことと

した場合には、計画作成段階で中間目標を設定し、計画認定時

に示すこととする。 

② 「総合特区推進調整費の使途等に関する基準について」を変

更し、下記運用基準を明記するとともに、各府省及び総合特区

の指定自治体に対して周知した。 

○ 調整費を活用した支援は、事業ごとに初年度に限る。

○ 調整費を活用した支援は、関係府省が予算措置している事

業を対象とする。ただし、関係府省の予算制度で予算措置で

きない場合において、次のいずれにも該当する事業はこの限

りでない。 

  ・ 予算編成後や当初予算配分後、規制・制度改革が実現し

たこと、規制の特例措置に係る国と地方の協議が調ったこ

と等の事由により、実施が可能となった事業。 

  ・ 閣議決定又は閣議了解された政府の基本方針、計画等に

盛り込まれた施策に係る事業であって、当該事業の費用に

比してその経済的効果が特に高いと見込まれる事業。 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成27年3月31日

行政改革推進会議）（抜粋） 

１ 国費投入の必要性 

(１) 事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 

□ 事業の目的が十分に具体的かつ明確になっているか。
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□ 広く国民のニーズがあるか。 
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警察庁 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

インターネット・ホットライン業務（057） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円）

139 

指摘内容  本事業については、平成24年度公開プロセスにおいて、「民間に

よる費用負担について、業界団体や他省庁と協議すべき。」などと

外部有識者から指摘を受けたところである。 

 平成25年、民間事業者によるホットラインが開設されたが、平成

26年中に受理した通報件数は、警察庁が業務を委託している事業者

が受理した通報件数（150,352件）の約1.8％(2,757件)に留まって

おり、実質的に業務の分担がなされているとは言い難い。また、両

者の業務内容には重複があり、役割分担が必ずしも明確でない状況

である。 

 以上に鑑み、可能な限り速やかに、民間事業者との役割分担の考

え方を含む今後の業務計画（移行計画）を策定し、官民の役割分担

を明確にすべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

○警察庁平成24年度行政事業レビュー公開プロセス

インターネット・ホットライン業務

・ 評価結果：抜本的改善 

・ とりまとめコメント（抜粋） 

民間による費用負担について、業界団体や他省庁と協議すべき 

○平成27年度行政事業レビューシート

インターネット・ホットライン業務（事業番号：57）

・ 「行政事業レビュー推進チームの所見」欄 

平成24年度行政事業レビューにおいて、「民間による費用負担

について、業界団体や他省庁と協議すべき」等との評価を受けた

経緯があり、ホットライン業務の費用負担等について、継続して

検討すべきである。 

・ 「所見を踏まえた改善点」欄 

  平成25年度から、民間においてもホットラインが運営されてい

るところ、本事業について、本来民間が費用（業務）負担すべき

ものと、警察の委託業務として行うものとを選別し、民間に移行
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させるべき費用（業務）について関係団体等と協議し、今後の予

算の縮減を目指す。 

 

○行政事業レビューにおける点検・見直しの視点（平成27年５月20

日改定）（抜粋） 

１ 国費投入の必要性 

(２) 地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 

   □ 個人や民間で同様の取組が期待できるのではないか。 

  □ 実用化段階や普及段階に移行するなど、民間等が主体的

に行うべき段階に移行しているにもかかわらず、必要以上

に国の関与が継続されていないか。 
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総務省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

電子政府関連事業（政府情報システム基盤整備）(036) 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円） 

14,599 

指摘内容 平成25年度公開プロセスにおいて、政府全体で共用する行政情報

システムについて、外部有識者よりシステムの普及率・利用率が低

い旨の指摘があり「各システムの利用率向上のための問題分析を行

い、対策を講じるべき。そのためにも、利用者側のニーズを十分把

握すべき」とのとりまとめが行われている。 

 現在、整備が進められている政府全体で共用するクラウド基盤で

ある政府共通プラットフォーム（以下「ＰＦ」という）は、システ

ム基盤を各府省の政府情報システムに提供しているものであり、そ

の利用者はＰＦへ移行した政府情報システム、その利用率は各シス

テムで使用するＣＰＵ等資源の使用状況（稼働率）に該当するもの

と考えられる。サーバの稼働状況をみてみると、ＰＦ全体では概ね

適切な稼働状況となっているが、ＰＦへ移行したシステムのうち一

部のシステムについては、その稼働率が低調となっている。このた

め、今後ＰＦへ移行するシステムについては、適正な資源の使用状

況となるよう利用者側のニーズを十分に把握すべきである。 

 

従来、「利用者側のニーズの把握」については、ＰＦに移行する

政府情報システムがＰＦから資源提供を受ける際、移行システム担

当府省において移行後における必要な資源を検討・試算し、総務省

に要求することとなっているが、当該検討・試算においては、移行

前における資源の稼働状況の分析が十分ではなく、ＰＦの資源に無

駄が生じている箇所が存在する。 

このため、政府情報システムのＰＦへの移行に当たっては、ＰＦ

から適正な規模の資源提供を受けるため、ＣＩＯ補佐官を始めとす

る有識者の助言等を得て、移行前のシステムの稼働状況やＰＦが提

供する資源の諸元等の情報を踏まえた資源試算を従来以上に詳細

化し、政府情報システム全体の運用コスト圧縮の目標に資するライ

フサイクルコストの見直しを行うよう、総務省より関係府省に対

し、求めるべきである。 

 

また、ＰＦに移行済のシステムにおいても、上記の取組に準ずる

措置を講じなければ、将来にわたってＰＦ上の資源を過剰に利用す

る可能性があるため、複数年度のＰＦ利用実績を踏まえ、過剰資源
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となっている箇所が、各システムに割り当てられた資源の垣根を越

えて適正化されるよう、システム更改の時期等において資源規模の

見直しを行うべきである。 

さらに、政府全体の情報システムのセキュリティ確保及び運用コ

スト圧縮の観点において、従来はＰＦに移行する予定ではなかった

システムについてもＰＦ移行について検討を行うべきである。 

このような見直しを実効性あるものとするため、ＰＦに移行する

際の投資対効果の評価基準や、移行システムについて各府省がＰＦ

上で要求する資源が適正であることを確認するための基準（標準的

なＣＰＵ稼働率等の指標）を確立し、明確に開示するなど、ＰＦ全

体の規模の適正化に向けた対応を行うべきである。 

 

一方で、受入れ側であるＰＦにおいては、整備済みの拠点を最大

限有効活用するとともに、更なる拠点整備については、災害に備え

政府情報システムを適正に分散配置する観点及び既に移行済みの

システム、今後移行予定のシステム等の見直しの状況を踏まえ、過

剰投資とならないよう、規模及び整備時期について慎重に検討すべ

きである。 

ＰＦは政府情報システムのクラウドサービス化を図るものであ

るが、ＰＦ移行システムごとに資源配分を決定し、運用を行ってい

ることから、時宜にかなった適切な資源提供を行うとのクラウドサ

ービスの利点を最大限に活用できていない。 

このため、各府省の情報システムのＰＦ移行が安定した段階にお

いては、ＣＰＵやディスクなどの稼働状況に応じた相互利用が可能

となるよう、各府省と連携して技術面、運用面の検討を行うべきで

ある。なお、運用コスト圧縮目標の達成に影響を及ぼさない範囲に

おいて、資源の柔軟な提供という本来のクラウドサービスの役割を

担い、緊急的なシステム化の要望にも対応できるようにするための

検討を併せて行うものとする。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

○平成２５年公開プロセス 

総務省所管府省共通情報システムの一元的な管理・運営（035） 

とりまとめコメント 

・各システムの利用率向上のための問題分析を行い、対策を講じる

べき。そのためにも、利用者側のニーズを十分把握すべき。経費削

減効果に関するデータをよりわかりやすく開示すべき。 

 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成27年３月31日

行政改革推進会議）（抜粋） 

３ 事業の有効性 

(3) 活動実績は見込みに見合ったものであるか。 

  □ 毎年ニーズを適切に把握し、必要な活動見込みが立てられ
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ているか。 

 

○世界最先端ＩＴ国家宣言 

政府のIT 投資に関するポートフォリオ管理を導入すると

ともに、2013年中に政府情報システム改革に関するロードマ

ップを策定し、政府CIO の指導の下、重複する情報システム

やネットワークの統廃合、必要性の乏しい情報システムの見

直しを進めるとともに、政府共通プラットフォームへの移行

を加速する。【Ｐ.１９】 

これらの取組により、2018 年度までに現在の情報システ

ム数（2012 年度：約1,500）を半数近くまで削減するほか、

業務の見直しも踏まえた大規模な刷新が必要なシステムな

ど特別な検討を要するものを除き、2021 年度をめどに原則

全ての政府情報システムをクラウド化し、拠点分散を図りつ

つ、災害や情報セキュリティに強い行政基盤を構築し、運用

コストを圧縮する（３割減を目指す。）【Ｐ.２９】 
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法務省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

地域人権問題に対する人権擁護活動の委託（055） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円）

1,263 

指摘内容 本事業については、レビューシートにおける成果指標、活動指標

及び単位当たりコストに「人権の花運動」を採用しているが、本事

業は人権擁護活動の委託事業の一部に過ぎず、本事業全体の検証を

行うに足りるものではない。 

また、成果指標である「人権の花運動」への参加者数について、

本運動に参加する小学校の数は、小学校全体の２割以下であり、か

つ参加校は毎年変更されている。 

このため、本事業の成果目標等の算出にあたり、本事業全体を反

映させた取組を採用するよう見直すべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成27年３月31日

行政改革推進会議）（抜粋） 

３ 事業の有効性 

(１) 成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 

□ 事業目的に照らしてふさわしい成果目標や指標が、政策・

施策等の目的と整合的な形で具体的・定量的に設定されてい

るか。 
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文部科学省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

舞台芸術創造力向上・発信プラン（0352） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円） 

4,564 

指摘内容 本事業は、トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対す

る重点的な支援等を実施することにより、我が国の芸術水準の向上

を図り、優れた芸術文化活動が活発に行われるような環境を醸成す

るものである。 

平成28年度概算要求において、新たに、「機能強化専門人材支援」

として、1.9億円の要求がなされているが、この「機能強化人材支

援」は、芸術団体に広報やプロモーション活動等当該団体の機能強

化に必要な事業を企画・実践する専門人材の配置を支援するもので

ある。特定の芸術団体において、当該団体のための業務に従事する

者の人件費は、本来、当該芸術団体が負担すべきものであり、国が

支援を行うのは適当でない。 

また、「舞台芸術創造活動支援」において、芸術団体の集客努力

を促すためとして、自主公演における入場料収入に対し、100％を

基準として助成額を決定することとし、本事業は、27年度予算より

約8億円の増要求となっているが、集客によるインセンティブを与

えるとしても、財政負担の増加を伴わずに、芸術団体に持続的な集

客努力を促すことが出来る仕組みとすべきである。 

以上の２点について、本事業は見直しを図るべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

○平成27年行政事業レビューシート 

「点検・改善結果」欄 

・点検結果 

 第４次基本方針を踏まえ、世界に誇れる文化芸術創造を推進する

とともに、より多くの国民に優れた芸術作品の鑑賞機会の充実を図

るため、舞台芸術創造活動に対する支援制度の見直しを行う。日本

版アーツカウンシルの試行については、来年度からの導入に向け

て、着実な実施に引き続き努める。 

・改善の方向性 

新たな観客層の開拓、経営基盤の強化、世界を見据えた戦略的な

広報活動等を可能とする支援の検討を行うとともに、優れた芸術作
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品に係る国民の鑑賞機会の拡大につながるように支援制度の見直

しを含めた検討を行う。 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成26年８月８日

行政改革推進会議）（抜粋） 

２ 資金の流れ、費目・使途などの事業の効率性 

(2)受益者との負担関係は妥当であるか。 

□ 適切な受益者負担がなされているか。国の負担が公益性の

範囲内となっているか。 
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文部科学省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

高大接続改革推進プログラム（新28-0008） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円） 

3,028 

指摘内容 本事業は、平成28年度新規要求事業であるが、高大接続改革のた

め、一体的に策定された入学者受入れの方針、教育課程編成・実施

の方針、学位授与の方針に基づき、教育内容等を抜本的に転換する

大学の取組みを支援しようとするものとされている。本事業は、先

導的に取り組む大学に対して支援を行うとしているが、実際の支援

対象は、大学、短大等全86機関と多数に上っており、しかも、その

うちの56件は、従前の補助事業「大学教育再生加速プログラム」に

おいて支援を行っていた取組みを、引き続き、支援することが予定

されている。 

本事業を進めるに当たっては、支援する大学を増やすだけではな

く、 

・従前からの取組の実績を踏まえた成果・知見について、本取組

を行っていない大学に対しての情報提供を実施すること、 

・改革に係る障害の分析やその解決策を策定し、公表すること 

など、文部科学省が積極的に関与することにより、あらゆる大学が

自主的に取り組みやすい環境を整え、高大接続改革を堅実に進める

手法を採りいれるべきと考える。 

以上を踏まえ、本事業については、必要な見直しを行うべきであ

る。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成26年８月８日

行政改革推進会議）（抜粋） 

３ 活動実績や事業効果などの事業の有効性 

(1)事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、そ

れと比較してより効果的に又は低コストで実施できているか。 

  □ コストの低い他の手段で同等以上の成果を引き出すこと

や、同じ予算でより多くの成果を引き出すことができない

か。 
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文部科学省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

AIP: 人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロ

ジェクト（新28-0016） 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額 

（単位：百万円） 

9,000 

指摘内容 本事業は、平成28年度新規要求事業であるが、人工知能、ビッグ

データ・IoT・サイバーセキュリティを統合した次世代プラットフ

ォームを形成し、新たな研究開発拠点を構築しようとするものであ

る。 

人口知能に関しては、既に、経済産業省が、平成27年5月に人工

知能研究センター（AIセンター）を東京都江東区青海にある産業技

術総合研究所臨海副都心センター内に設立しているが、同センター

は、 

・  人工知能とその隣接分野の国内外のトップ研究者、新進気鋭

の研究者が共同して大規模な研究を推進するための核となる

こと 

・  研究成果の実世界への応用を行うための産業界と学界との連

携を推進する核となること 

を目的としている。また、総務省も拠点を立ち上げ済である。 

 さらに、文部科学省所管の競争的資金においても、すでにAI関連

の研究が実施され（CRESTなど約30億円）、また企業部門も多くが

研究開発を進めているところである（企業部門の投資約3000億円）。 

文部科学省の要望は、上記他省庁事業、文科省既存研究、企業部

門との役割分担が明確ではなく、重複を排除するためにも本事業に

係る初期投資を最小限に抑えるべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成26年８月８日

行政改革推進会議）（抜粋） 

４ その他 

類似事業がないか。他部局・他府省等と適切な役割分担・調整

が図られているか 

□ 既存、新規の施策を問わず、自省庁、他省庁で類似事業が

実施されていることが把握できているか。類似事業を可能な

限り幅広い範囲で捉えているか。 

  □ 類似事業を所管する部局間・府省間で役割分担が適切にな
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されているか。重複排除の徹底や、より効果的・効率的な事

業実施が図られるよう、連絡調整の場の設置や司令塔の明確

など、十分な調整・連携が図られているか。 
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厚生労働省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

肝炎患者等支援対策事業費（116） 

 

会計区分 一般会計 平成28年度概算要求額

（単位：百万円） 

507 

指摘内容 ・ 各地域における現状把握・要因分析や、それに基づく具体的な対

応策については、現在の取組を含めたスケジュールを示した上で

検討すべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

○平成27年 厚生労働省行政事業レビュー公開プロセス 

 肝炎患者等支援対策事業費 

・評価結果：事業全体の抜本的改善 

・とりまとめコメント 

まずは、本事業の費用と受診、受療の効果として節約されうる医療

費を中心とする本事業の効果をしっかり分析したうえで、見直し案

にある肝疾患診療連携拠点病院の役割に応じたＫＰＩの再設定、肝

疾患診療連携拠点病院全体の水準の引上げや肝炎情報センターの機

能強化を通じて拠点病院間の格差の是正を図ることや、都道府県が

行う普及啓発事業と国の広報事業との連携を構築し、役割分担を明

確にしてコスト削減を図ることに加え、保険者の立場からの取組を

促す仕組みについても検討すること。また、地域差の要因分析を踏

まえて陽性キャリアの受診に結びつけるための具体策を十分検討す

ることが必要。 
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厚生労働省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費（830） 

会計区分 一般会計 平成 28年度概算要求額 

（単位：百万円） 

195 

指摘内容 ・ 厚生労働省において長年続いている事業を洗い出した上で、予

算編成過程において、改善すべき点がないか見直すべきであ

る。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

 

○平成27年 厚生労働省行政事業レビュー公開プロセス 

高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費（830） 

・評価結果：事業全体の抜本的改善 

・とりまとめコメント 

本事業が開始された昭和３８年度と比べて百歳を迎える高齢者が

大幅に増加し、かつ、今後もさらなる増加が見込まれることにかん

がみ、見直し案をこえて、銀杯の贈呈は廃止し、国として長寿を祝

い、社会発展への寄与に感謝するに当たり、今後はお祝い状の贈呈

のみの事業とすることが必要。また、本事業のレビューを機会とし

て、厚生労働省において長年続いている事業を洗い出し、本当に国

がやるべき事業なのかなどについて検討することが必要。 
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国土交通省 
事業名等 

(平成27年行政事業 

 レビュー事業番号） 

ひき逃げ事故等による被害者に対する保険金の支払（0184） 

会計区分 自動車安全特別会計保障

勘定 

平成28年度概算要求額 

（単位：百万円）

3,072 

指摘内容  本事業は、ひき逃げや無保険車による事故のため自賠責保険の救

済が受けられない被害者に対して、政府が被害者の損害をてん補す

る自動車損害賠償保障事業として保障金の支払いを行うものであ

る。 

外部有識者から、成果目標の設定に関し、「定量的な成果目標及

び実績値を保障金等予算額及び執行額としているが、執行額は事故

の発生件数、被害者の状況に依拠するものであり、数値目標として

なじまない。むしろ、迅速且つ適切な救済のための事務処理等を実

現させるための目標や指標を検討すべき。」と指摘されているが、

本事業の目的が「ひき逃げや無保険車による事故のために自賠責保

険の救済が受けられない被害者について、迅速かつ適切な国からの

救済を実現する」ということであれば、外部有識者の指摘を踏まえ、

事業の目的に沿った成果目標等を設定すべきである。 

参 考 

（関連する行政事業

レビューの取組等） 

○平成27年行政事業レビューシート

ひき逃げ事故等による被害者に対する保険金の支払（0184）

「外部有識者の所見」欄  

・ 定量的な成果指標として保障金予算額及び執行額があげられ目

標値も掲載されているが、数値は事故の発生件数、被害者の状況

に依拠するものであり、本来はこのような数値目標にはなじまな

い性質のものではないか。むしろ、迅速且つ適切な救済のための

事務処理等を実現させるための目標や指標を検討すべきではな

いか。 

○行政事業レビューによる点検・見直しの視点（平成27年3月31日

行政改革推進会議）（抜粋） 

３ 事業の有効性 

(１) 成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 

□ 事業目的に照らしてふさわしい成果目標や指標が、政策・
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施策等の目的と整合的な形で具体的・定量的に設定されてい

るか。 
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